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公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について 

 

我が国においては、公共施設等の老朽化対策が大きな課題となっ

ております。地方公共団体においては、厳しい財政状況が続く中で、

今後、人口減少等により公共施設等の利用需要が変化していくこと

が予想されることを踏まえ、早急に公共施設等の全体の状況を把握

し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的

に行うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施

設等の最適な配置を実現することが必要となっています。また、こ

のように公共施設等を総合的かつ計画的に管理することは、地域社

会の実情にあった将来のまちづくりを進める上で不可欠であるとと

もに、昨今推進されている国土強靱化（ナショナル・レジリエンス）

にも資するものです。 

国においては、「経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・経済

再生～」（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）における「インフラの老朽

化が急速に進展する中、「新しく造ること」から「賢く使うこと」へ

の重点化が課題である。」との認識のもと、平成 25 年 11 月には、「イ

ンフラ長寿命化基本計画」が策定されたところです。 

各地方公共団体においては、こうした国の動きと歩調をあわせ、

速やかに公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための計

画（公共施設等総合管理計画）の策定に取り組まれるよう特段のご

配慮をお願いします。 

また、各都道府県においては、貴都道府県内市区町村（指定都市

を除く。）に対しても本通知について速やかにご連絡いただき、その

趣旨が徹底されますようお願いします。 

殿 



公共施設等総合管理計画策定指針の概要①

公共施設等総合管理計画の内容

平 成 ２ ６ 年 ４ 月 ２ ２ 日
自治財政局財務調査課

公共施設等総合管理計画の内容

１ 所有施設等の現状

全ての公共施設等を対象に、以下の項目などについて、現状や課題を客観的に把握・分析。

老朽化の状況や利用状況をはじめとした公共施設等の状況

総人口や年代別人口についての今後の見通し

公共施設等の維持管理・更新等に係る中長期的な経費やこれらの経費に充当可能な財源の見込み

２ 施設全体の管理に関する基本的な方針

計画期間

１０年以上とすることが望ましい。１０年以上とすることが望ましい。

全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策

全ての公共施設等の情報を管理・集約する部署を定めるなどして取り組むことが望ましい。

現状分析を踏まえた基本方針現状分析を踏まえた基本方針

現状分析を踏まえ、今後の公共施設等の管理に関する基本方針を記載。

バージョンアップ

計画の進捗状況等についての評価の実施について記載。評価結果等の議会への報告や公表方法についても記載する
とが望まし なお 今後は 管理を行うに際し基礎となる情報とし 固定資産台帳等を利用し く とが望ましことが望ましい。なお、今後は、管理を行うに際し基礎となる情報として、固定資産台帳等を利用していくことが望ましい。

３ 地方財政措置

計画策定に要する経費について、平成２６年度からの３年間にわたり特別交付税措置（措置率 １／２）

計画に基づく公共施設等の除却について、地方債の特例措置を創設（地方財政法改正）

特例期間 平成２６年度以降当分の間、地方債の充当率 ７５％（資金手当）
地方債計画計上額 ３００億円（一般単独事業（一般）の内数）



公共施設等総合管理計画に基づく老朽化対策の推進イメ ジ

公共施設等総合管理計画策定指針の概要②

公共施設等総合管理計画に基づく老朽化対策の推進イメージ

公共施設等の管理

○ 長期的視点に立った老朽化対策の推進

○ 適切な維持管理・修繕の実施○ 適切な維持管理 修繕の実施

○ トータルコストの縮減・平準化

○ 計画の不断の見直し・充実

まちづくり 国土強靱化

○ 計画の不断の見直し 充実

○ PPP/PFIの活用

○ 将来のまちづくりを見据えた検討

○ 計画的な点検・診断

○ 修繕・更新の履歴の集積・蓄積
○ 将来のまちづくりを見据えた検討

○ 議会・住民との情報及び現状認識の共有

○ 修繕 更新の履歴の集積 蓄積

○ 公共施設等の安全性の確保

○ 耐震化の推進○ 耐震化の推進



インフラ長寿命化計画の体系

インフラ長寿命化基本計画
（基本計画）【国】（基本計画）【国】

公共施設等総合管理計画

（行動計画） （行動計画） 【地方】【国】

各省庁が策定 公共施設等総合管理計画各省庁が策定

（個別施設計画） （個別施設計画）

道路 河川 学校道路 河川 学校 道路 河川 学校道路 河川 学校


